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出典：資金循環の日米欧比較（2013、日本銀行調査統計局）
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• 家計の資産構成では、我が国は欧米と比べ、「現金・預金」の割合が高く、「株式・出資金」の割合が
低い。

• 民間非金融法人企業では、我が国は欧米と比べ、「株式・出資金」の割合が低い。「借入」の割合は
ユーロエリアと同水準であるが、米国と比べると高い。

家計・企業の資産（負債）構成

35.8

14.6

55.2

7

9.5

2.1

7.2

11.8

4

14.4

32.8

6.8

31.7

28.1

27.7

3.9

3.2

4.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

ユーロエリア

米国

日本

家計の資産構成

現金・預金

債券

投資信託

株式・出資金

保険・年金準備金

その他計

32.4

7.4

31.5

3.9

21.3

6.4

48.2

53.6

36.6

15.5

17.8

25.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

ユーロエリア

米国

日本

民間非金融法人企業の負債構成

借入

債券

株式・出資金

その他計



• 我が国の世帯所得の格差は、ジニ係数でみると、長期的には緩やかな上昇を示しているが、これ
は、高齢者世帯の増加という人口動態要因、あるいは、世帯人員数の縮小などの家族形態の変化
要因などが寄与している部分が大きい。

• 我が国のジニ係数（世帯人員を調整した後の所得分配のジニ係数）は、アメリカやイギリスと比べて
低い水準であるが、ＯＥＣＤ諸国の平均と比べると高い水準にある。
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所得格差の国際比較
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ジニ係数の国際比較

（備考）1．OECD Income distribution and poverty databaseより作成。
2．等価再分配後所得（税・社会保険料を控除し、社会保障給付を加えた

もの）のジニ係数。
等価とは、世帯当たり所得が同水準であっても世帯人員によって
1人当たりの効用水準が異なることを考慮して調整したもの。

3．2008年の数値。ただし、デンマーク、オーストラリアは2007年、
フィンランド、ハンガリー、オーストリア、ニュージーランドは2009年、
日本は2006年の数値。
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１．総務省「全国消費実態調査」、厚生労働省「所得再分配調査」により作成。
２．年間収入（全国消費実態調査）は、勤め先収入、営業収入、内職収入、公的年金・恩給、

農林漁業収入などを含む。税金が除かれる前の所得。
３．当初所得（所得再分配調査）は、雇用者所得、事業所得、農耕・畜産所得、財産所得、

家内労働所得及び雑収入並びに私的給付（仕送り、企業年金、生命保険金等の合計額）
の合計額をいう。
また、再分配所得（所得再分配調査）は当初所得から税金、社会保険料を控除し、
社会保障給付（現物給付を含む）を加えたもの。
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• 2010年の日本の労働生産性（ＰＰＰベース）はＯＥＣＤ諸国の平均よりも低い水準にある。

出典：OECD.Statより作成
（注）労働生産性＝ＧＤＰ/（就業者数×労働時間）
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労働生産性の国際比較



出典：データブック国際労働比較2012（2012、（独）労働政策研究・研修機構）

[％]

雇用者の勤続年数の国際比較

• 我が国の長期雇用の割合はアメリカ、イギリス、韓国と比較して高い水準であり、ドイツやフランスと
同程度である。
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企業の収益性の国際比較

• 米欧に比べて日本企業の収益率は低い。

※出典：平成22年度年次経済財政報告

※点線（2000-2008）：＜日本＞東証上場1958社＜アメリカ＞上場2936社＜欧州＞旧EU15か国の2205社
※実線（2004-2008）：＜日本＞東証上場2392社＜アメリカ＞上場3966社＜欧州＞旧EU15か国の3310社
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• 我が国の労働分配率は、2000年代中旬まで低下傾向であったが、2008年以降上昇。
• 2010年では、我が国の労働分配率は、主要国の中では高水準となっている。

出典：データブック国際労働比較（2012年版）（2012、（(独)）労働政策研究・研修機構） 6

労働分配率の国際比較

55.0

57.0

59.0

61.0

63.0

65.0

67.0

69.0

71.0

73.0

75.0

1995 ﻿2000  2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

労働分配率の国際比較

日本

アメリカ

イギリス

ドイツ

フランス

韓国



日米の役員報酬の比較

・日米について役員報酬の大きい上位10社をみると、その平均は、米国では37.5億円であるのに対し、
日本では5.7億円と、低い水準にある。

※出典：Wall Street Journal、ニューズウィーク
※役員報酬：米国は2010年５月～2011年４月、日本は2009年４月～2010年３月のもの。各社で最大の報酬を得ている役員の報酬額の

上位10社の平均。
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・CEOと平均的労働者の賃金の比率でみると、米国は200倍であるのに対し、日本では16倍とも言われている（出典：ジョセフ・E・スティングリッツの
『世界の99％を貧困にする経済』）。
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研究開発費の推移及び特許の申請件数

• 日本の企業部門の研究開発費（対ＧＤＰ比）は、他の先進国より相対的に高い。
• 一方、中国の研究開発費（対ＧＤＰ比）は増加しており、特許申請件数も米国を抜き世界第１位に。

※出典：（左図）文部科学省 科学技術政策研究所「科学技術指標2012」により作成。
（右図）特許庁「特許行政年次報告書2012年版」により作成。
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出典：OECD(2010b)
（注）「新規開業率」とは、当該年に新たに開業した企業（従業員を雇用する企業）が全企
業に占める割合。

出典：Measuring Innovation: A New Perspective（2010、OECD）
（注）「起業家精神への障壁指標」とは、OECDが作成している「製品市場規制指標」

を構成する３分野の指標群のうちの一つ（他は国家関与指標と貿易投資への障壁
指標）

• 日本の新規開業率はOECD諸国の中で最低水準である。OECDが作成する起業家精神への障壁指標でも高い水
準となっている。
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• 日本のベンチャーキャピタル投資残高は、欧米に比べて非常に小さく、近年減少傾向が続いてい
る。

日米欧のベンチャーキャピタル投資
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日米欧のベンチャーキャピタル投資残高

（参考）日本のベンチャーキャ

ピタルの足元の投資残高

• 2007年：9,822億円

• 2008年：10,406億円

• 2009年：9,494億円

• 2010年：8,710億円

• 2011年：7,667億円
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[％]

対内直接投資のＧＤＰ比率の推移・国際比較

• 我が国の対内直接投資（ＧＤＰ比率）は増加傾向にあるものの、主要国に比べ依然低水準で推移し
ている。
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市場経済システムの類型（例）

５つの資本主義類型（山田鋭夫九州産業大学教授による分類）

※出典：世界金融危機と資本主義の動態（2011、山田鋭夫（九州産業大学））
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